《沖縄高教組南部支部学習会レジュメ》

教職員の地位確立とＩＬＯ・ユネスコ勧告～働きやすい職場をめざして
2009年　５月　14日　東京都教組専門員　新堰　義昭
はじめに

· 新自由主義的「教育改革」の下で、

「特色ある学校づくり」、学校選択などの自由、市場的競争と評価、「校長の権限と責任」、

その一方で、教育行政が、目標管理・学校評価、人事考課を通じて官僚統制（ＮＰＭ）
＃都議会で自民党が追及；「校長は会社でいうと支店長。本社から指令があったとき、社員が多数決で決める会社はない」

· 管理職がＨｅａｄ　ｔｅａｃｈｅｒ　から　Ｓｃｈｏｏｌ　ｍａｎａｇｅｒへ変質
○「学校管理職はダブル・バインド」→「校長の憂鬱」
1 教育委員会と一般教員の板ばさみ
2 政策的に要求されている変化の方向性と実現不能性とのジレンマ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学准教授　中田康彦）
　○　管理職の「権力の誤用と乱用が関係する」パワハラが急増　
　○　文科省の回答；「良好な職場環境の整備に努めることが、学校の管理責任者である校長の果たすべき重要な役割、あるいは責務であると考えている」（09.3.16）
○　パワハラ菌の特効薬は、「社会の光」。

１、ILO・ユネスコ「教員の地位勧告」と「共同専門家委員会」（CEART）

　（１）「教員の地位に関する勧告」とは
· １９６６年１０月、ユネスコが召集し開催された特別政府間会議において日本政府を含め全会一致で採択。しかし、日本政府は、８４項「教員団体は、他の団体がその正当な利益を保護するため普通もっているような他の手段をとる権利」（ストライキ権）に修正案をだし、否決された。→教員団体とは、教職員組合のこと！
· 教員の雇用と勤務条件と教育政策は「切り離すことができない」として、草案はILOとユネスコが共同で作成。　　　

　・　『教員＊の地位勧告』は、「教育を受ける権利は基本的人権の一つ』という前文から始まって146項からなる、教育と教職員の権利の「百科全書」。教育目的や教育政策、教員養成と研修、学問の自由、雇用条件、教師の権利と責任、教育諸条件、社会保障にまで及んだ全面的な内容。それは子どもたちの教育を大切なものと考えるが故に、それに相応しい教師の地位を確立していくべき、という視点で体系的に整備された国際基準。
→「教育当局と教員およびその組織との対話をおこなうためのガイドライン」（公式パンフ）
・「教員の地位」と「教育の内容」は相関関係

「教育の仕事は専門職とみなされるべきである。この職業は厳しい、継続的な研究を経て獲得され、維持される専門的知識および特別な技術を教員に要求する公共的業務の一種である」（6項）→　子どもたちの教育を大切なものと考えるがゆえに、それにふさわしい「地位」
　＊教員とは、学校において生徒の教育に責任を持つすべての人々を言う。（「共同注釈」）
（２）CEART(セアート)とは；（The joint ILO/UNESCO Committee of Experts on the Application of the Recommendations concerning Teaching Personnel の略称。「教員に関する勧告に関わるILO・ユネスコ共同専門家委員会」）
セアートは『教員の地位に関する勧告』(66年勧告)、『高等教員の地位に関する勧告』(97年勧告)の適用を監視し促進する目的で1967年に設置された機構。
・３年に１回開催される。今年（09年）の秋には、第10回のCEART会議が開催される予定。
・ＩＬＯ側６名、ユネスコ側６名の計１２名。著名な法律家、教育学者。

・勧告の適用を促進（担保）する仕組み

①「世界中の教員の地位について概要をまとめ、教員の諸条件を改善するために、ILOとユネスコがとれる具体的行動について提案する、CEART独自の報告書を発行」

②勧告の不遵守の申し立て（Allegation）を検討し、解決のための是正勧告

←　準司法的手続き

　　　③事実調査団の派遣（直接接触）の導入（2000年）。日本に初めて適用。

２、前例のないCEART調査団の派遣

　（１）調査団の来日はなぜ実現したのか。
　　　 ２００２年６月　　　
「指導力不足」教員政策と新教職員制度の導入において、「教員の地位勧告」が遵守されていないとして、全教が申し立て（ALLEGATION）
　　　　２００３年９月　　 　CEART第8回会議 

　　　　　　　　　12月　　　第1次CEART勧告

　　　　２００６年１月　　　 第２次CEART勧告

　　　　　　　　　10月　　　CEART第９回会議

　　　　２００７年５月　　   第３次CEART勧告

　　　　２００８年４月　　 　調査団の来日

　　　　　　　　　 12月　　　 第4次CEART勧告

　　　　２００９年　秋　　　 CEART第10回会議（予定）
　　　①第1次勧告（03年12月）では、調査団の派遣に慎重であった。

　　　　「CEARTは現時点で詳細な事実関係に関する争いの解決を図ることを提起しない。むしろまず勧告の原則に関する重要な問題をとりあげてCEARTは検討したい。」（13項）、「善意と適切な対話を」（32項）、「建設的な対応を行うために対話を」（33項）
　②第2次勧告（06年1月）では、勧告にもかかわらず改善が進まないことに懸念

　　「日本政府が、実際に、問題となっている制度は管理運営事項であり・・そのような主張を受け入れることはできない。」（15項）「最新の政府回答が、勤務評定制度の策定と実施に関する実質的な問題のほとんどが未解決のまま残されている、という全教の主張にこたえたものになっていないことに留意する。」（17項）
③第3次勧告（07年5月）では、改善が進まないことに業を煮やして、調査団を日本に派遣することを盛り込んだ。
文科省の「英断」←　調査団の派遣は受入れ政府の了解が前提

「文科省としても、CEARTにおかれて、各教育委員会の取組状況等について直接事情を聴取していただくことを希望する。その際、一教職員団体だけではなく、その他の教職員団体からも事情を聴取していただきたいと考えている。・・・・なお、全教は『CEART勧告は、日本の教職員組合の共有の財産』との見解を表明しているが、日教組や全日教連にそのような認識はなく、本件についての見解を異にしているところである。」
　（２）調査日時、対象

・2008年4月21～28日


　文科省、全教・日教組・全日教連　　　

東京都、大阪府、香川県の教育委員会と当該の組合（全教、日教組、全日教連）

　　　　　独立した専門家からの聴取　→　勝野正章准教授がＣＥＡＲＴ委員（ＩＬＯ側）に
・使命は、「日本政府と全教によって求められた状況の調査をし、これまで位置づけられている問題の解決のための提案をすべての当事者に行なう」。

· 考え抜かれた調査団の構成

	
	ＩＬＯ
	ユネスコ

	ＣＥＡＲＴ委員
	トンプソン博士(カナダ)、男
	ヘルサマン教授（フィジー）、女

	上級スタッフ
	オーツ基準・労働基本原則及び権利総局、男
ラトリー社会対話総局教育部門専門家、男
	ポンテフラクト高等教育部教員教育課長、女


　
　　（３）ILO理事会で承認し、文科省と全教だけでなく、日教組、全日教連に対し、１２月８日付けの手紙を添えて、CEART中間報告と調査団報告書を送付して来た。

「日教組は、労働基本権を含む公務員制度に関わる根源的な問題を含むことから、連合・公務労協・ＥＩと連携し対応した。そして、『社会的対話－2000年ＣＥＡＲＴ報告』を阻害する教育政策の決定に関わる交渉・協議の仕組みの脆弱性を解決するため、ＩＬＯ基準にもとづく法制度の整備を訴えた。」（150回中央委議案）

→　画期的なＣＥＡＲＴ勧告は、「日本の教職員組合運動の共有財産」。

　　　　
３、期待に応える画期的、歴史的な今回の勧告（第4次勧告）

（１）文科省だけでなく、都道府県教育委員会に対し、直接勧告。

　　　・今回は勧告対象が2重構造（ILO理事会・ユネスコ執行委会と文科省・地方教育委員会）。

・これまでは、ILO･ユネスコを介して間接的に文科省に勧告していたが、今回は、日本政府・文科省（the Government, both at ministry level and prefecture boards）に直接勧告。
・CEARTの勧告は都道府県教委などに対するものではない、とする文科省の見解を明確に斥け、地方から中央の教育政策を乗り越え前進させる可能性を切りひらいた。←「日本の教育が比較的分権化されていることに注目した」（報告パラ58）

（２）具体的に詳細な改善内容を勧告。

今回は、「直接接触」で得た証拠資料（evidence）を基礎に、所見だけでなく勧告部分においても、申し立て事項である「指導力不足」教員政策と新教員評価（業績評価）の見直し改善の方向と内容を勧告。

①教育職は専門職であるとし、「教員の自由、創造性、責任感」の意義を強調。

○ガイドライン及び都道府県教委の制度において重視されている父母の批判に応える必要性に対しては、教員と父母との密接な協力関係は児童・生徒の利益に適うものではあるが、教員は「本質的に教員の専門職としての責任である事項」について父母による不公正または不当な干渉から保護されるべきであると、1966年勧告が明確にしている（67項）ことを想起する。教職全体にとっての高度な専門的基準において中心的な役割を果たす教員の「自由、創意及び責任」を尊重しようとするならば、個々の父母の懸念よりもむしろ、教育制度全体をより強固なものとすることの利益という観点から、教職の専門職性を保護すべく、教員評価制度は、これらの競合する要求を調停するべきである。（パラ7）
→　東京・七生養護学校「不当な支配」判決

②適正手続きの水準を提示

○判定委員会への教員代表参加を認めないのは、判定手続きの透明性を欠いている。（パラ12）

○不服申し立てが成功した例が全くないという現状では、手続きを正当なものと認めるのは困難。（パラ13）
○評価の過程において教員団体が重要な役割を担っていないことが、その過程の透明性や正当性に対する悪影響を及ぼしている。（パラ31）

　

③「指導力不足教員」問題の処方箋

○文科省と教委が、「指導力不足」教員に関する評価制度への非好意的（ｐｏｏｒ）な見方を受け止め、見直し措置を講じるべきであると勧告する。（パラ33）

○この検証と修正は、同僚性と専門職的協働という周知の日本的特質に依拠しておこなわれるべきで、研修は、もっと学校を基礎にした制度と指導助言に重きが置くことが可能である。（パラ34）
④教員評価、賃金リンク問題の処方箋

○文科省と教委は、給与と意欲に関係するようになっている評価制度を根本的に再検討すべきであると勧告する。この再検討は、教員の受け止め方、動機づけ、教室への影響に関するより包括的な調査、また、専門職としての基準、責任、創意、自律性を基礎に、質の高い学習を実現するためにはどう運用するのが最善か広範な専門家からの助言に基づいておこなうべき。（パラ37）
○昇給とボーナスに関わる業績評価制度の今後の設計と実施を、すべての教員団体との誠実な協議と合意のもとでおこなうよう、すぐに措置を講じるべきであると勧告する。（パラ39）
（３）改善の障害が「交渉・協議」問題である判断し、教員評価制度などを「管理運営事項」扱いとせず（パラ42）、法改正を含め（4パラ3）教職員組合政策の抜本的な転換=敵視政策を止めることを求めた。

　　
○「実質的影響は、協調の基礎となる協議と交渉という基本原則の適用を損ない、日本の教育の有意味性・レリバンス（relevance）と質の向上とを図る教育改革が成功する可能性を損なうことである。」（パラ32）
　　　○文科省と教委は、問題の性質に応じた協議や交渉に対する方策を、1966年勧告に即して再考するべきと勧告する。判定基準、適正手続きの保障など業績評価制度と、その運用は、誠実な協議の対象でなくてはならない。特に、教員の給与と勤務条件に影響を及ぼす事項は、最終的には合意に至る交渉の対象でなくてはならない（パラ40）
○このためには、教員団体からの意見をもとづいて決定がなされたり、決定が変更されたりすることを受け入れる組織文化の変化が必要である。（パラ41）
○交渉に関する1966年勧告の多くの規定は、「管理運営事項」としての法的制約に基づき、論争的な問題が真の協議や交渉の対象とされることがない環境のもとでは実現できない。したがって、これを見直すべきであると勧告する。」（パラ42）
○（ILO・ユネスコを介して）文科省と各県教委に、交渉と協議に関して、1966年勧告がさらに全面的に適用されるよう、該当する法規と運用を見直し、必要に応じて改めるよう要請すること。（パラ43）

　　→　政府は「公務員制度改革」において、公務員の労働基本権のあり方（自律的な労使関係制度の措置）を検討中。09年に結論をめざす。

　　「（このような）状況下にあり、この報告書は、教育労働者のみならず公務労働者全体の労働基本権保障のあり方に対しても、大きな影響を与えると思われる。」（中嶋滋ＩＬＯ理事［労働側］）
　　「従前より主張していた『政府・教育委員会と教職員組合との社会的対話の構築』が報告・勧告に反映されており、今後の公務員制度改革に大きな影響を与えるものと考える」（日教組の声明）
（４）CEARTが具体的支援を表明。

○「業績評価制度のもつ否定的側面を避けるために、たとえば、他のOECD諸国で運用されている同僚評価や学校全体評価が日本の教育の将来のニーズと目標に合致しないものかどうかを検討すべきである。共同専門家委員会は、求められれば、事務局を通じて、そのような実践がどのようなものであるかを明らかにするために支援する準備がある。」（パラ38）
○「進展と困難を通知し、その困難の解決に役立つと考えられる事項について・・・CEARTの専門的・政策的助言」（パラ43）を求めるよう勧告。

（５）「いかなる形態の差別も行われてならない」（7項）との『勧告』の精神が貫かれている。評価制度において「女性教員が多数であるにも関わらず、その（家族的責任の）時間的制

約に対する配慮が明らかに不足」（パラ21）と課題を指摘。男女のバランスがとれた調査団は、

面談した当局側も教員団体側も、大多数が、時には全員が男性であった事実に驚き「異常」。

○協議・交渉が限定的かつ不完全にしか機能しておらず、教員団体側に不満と疎外感が広がっていると結論する。さらに、女性が教員の多数であるにも関わらず、政策やガイダンスの決定において、当局、教員団体ともに女性の代表がきわめて少ないという事実が、そうした不満に輪をかけている。（パラ31）
（６）おまけ；長時間過密労働問題に言及

「教員評価制度は長時間労働、身体および精神の疾患の増加などを含め日本における教育の現状に照らして再検討されるべきだと考えている。全教などの団体はこのような状況は教員評価制度の導入後に悪化したと考えている。」（報告パラ32）　←　「日本の教職員の勤務実態－指導力不足教員、勤務評定問題の背景にある事情」弁護士　牛久保秀樹

４、政府・文科省、教育委員会は誠実で速やかな対応が求められる
（１）『教員の地位勧告』・CEART勧告は、「強い説得的効果」と「倫理的な権威」を持っており、各国で遵守されることは当然とされる「ボランタリ－　コード」。←　法的拘束性がないのは、教育の条理にかなっている。
・「国際規範の確認を各国政府に提起をする。各国政府はそれを現場の学校や教員に強制をすることになると、実は教育において大変重要な、現場の教師や学校の自主性，自律性を、これを侵すことになる。したがいまして、教育については勧告というのは基本的な慣行になって、今日に至っております」（深山正光元静岡大学教授）

（２）文科省は、調査団の報告に“落胆”。“一部は受け入れることは困難”

ILO理事会（LILS）における日本政府の意見；「政府は、日本の状況、法律及び政府の講じてきた施策に関する理解が不十分であることに落胆している。中間報告書の記述と勧告の一部を受け入れることは困難である。政府は、日本の未来の推進力である子どもたちにとって最大の利益となる諸制度の整備を最優先政策とするものであり、教員の地位に関する勧告の精神を尊重しつつ、我が国の現状と法律に適した方法で当該政策を一層推進する所存である」と述べた。

→　日本政府は、日本の法律と実際の運用を「教員の地位勧告」より優先する、すなわち、サボタージュする態度。

（３）日本政府・文科省は、いまさら「そんなの関係ない」とは国際信義上も言えないはず！

←　来日調査は、文科省が要請し、調査団の負託事項なども合意して受け入れた。
日本政府の対応を、世界の政・労・使が注目（監視）しており、「国際社会で名誉ある地位」（憲法の前文）を占めるために、勧告の遵守を求める。
おわりに

　　　
　 （１）新自由主義的「教育改革」とたたかう各国の教職員組合を激励。

・ＩＬＯ理事会における労働者側の意見；「日本の中心的な教員組合であり、教育インターナショナル加盟の日本教職員組合が、CEARTの事実調査団に対して、「当該問題に関する政府の姿勢は1966年のILO・ユネスコ教員の地位に関する勧告の当該条項の精神と文言を実現するものでなくてはならない」という趣旨の意見陳述を行ったと述べた。」
・ＩＬＯの労働者活動局（ＡＣＴＲＡＶ）のダン・クニア局長；「ＣＥＡＲＴ勧告のメカニズムは、対話を促進するための基準の提起である」「大事なことは、アジアの先進国である日本の問題点が明らかにされたことだ」「勧告文は技術的でわかりづらいので、国民にわかりやすく伝達することに習熟してほしい」「どの国でも、教師の労働条件は高いとして国民と分断する動きがあるので、その前提で取り組んでもらいたい」

→　韓国の全教組がアリゲーションを検討。

（２）『教員の地位勧告』の共同注釈（84年）が近く改訂（５～６月）される予定。
→「教員の地位勧告」がルネッサンス期を迎える。
（３）勧告を活かすのは、私たちのとりくみ。
　　　黄門さまの印籠ではないが、効能が確かな漢方薬　　→　『教員の地位勧告』・CEART勧告　を学習し、職場に国際基準の新風を入れ、「同僚性と専門職的協働という周知の日本的特質」（34項）による、民主的な学校づくりを！働きやすい職場を！
　　

「よりよく知られ、よりよく理解され、そして何よりも、よりよく適用されるべき」（better known better understand and above all better implemented）「共同注釈」

○「労働者の権利を規定した国際条約にせよ、また各国の労働諸法規にせよ、すべての労働者の長期にわたる不屈のたたかいの累積によってのみかちえたものであることを銘記しなければならない。」（槙枝元文氏（元日教組委員長、『ILO・ユネスコ勧告と教育労働者の権利闘争』1767年）　
　
（参考）現行の公務員制度（地方公務員法55条）
○地方公共団体の当局は、登録を受けた職員団体から、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項に関し、適法な交渉の申入れがあつた場合においては、その申入れに応ずべき地位に立つものとする。（1項） 

○職員団体と地方公共団体の当局との交渉は、団体協約を締結する権利を含まないものとする。（2項） 

○地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、交渉の対象とすることができない。 （3項）
○職員団体は、法令、条例、規則・規程にてい触しない限りにおいて、当該地方公共団体の当局と書面による協定を結ぶことができる。（9項） 

　○日教組、全教などの全国組織と、所管の当局である文部科学省との間の交渉権は、法律上は認められていない。文科省が、CEARTへの報告の中で、「各都道府県における教育委員会と教職員組合のような労使関係になく、基本的には、個別の人事制度等について交渉や協議をする関係にない」→「陳情」「会見」
以　上
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